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提案理由  

国に対し、石炭火力発電に依存せず、脱炭素社会へ進むよう強く求める。  

これが、本案を提出する理由である。  



石炭火力発電に依存せず脱炭素社会へ進むよう求める意見書  

 

異常な豪雨、台風、熱波、干ばつ、森林火災、海面上昇などによる被害の多

発は、地球が気候危機にひんしていることを示している。今や気候危機を打開

し、地球の未来を守ることは、世界でも日本でも待ったなしの緊急課題となっ

ている。  

ＩＰＣＣ（気候変動に関する政府間パネル）「１ .５℃特別報告書」は、  

２０３０年までに大気中への温室効果ガスの排出量を２０１０年比で４５％削

減し、２０５０年までに実質ゼロにしないと、世界の平均気温の上昇を産業革

命前に比べ１.５℃以内に抑え込むことができないと報告している。  

たとえ気温上昇を１ .５℃以内に抑えても、自然災害リスクの増加や食料生

産の減少は避けられず、気温が２℃上昇すれば、海水中の二酸化炭素の循環機

能を担うサンゴの生息域は９９％減少することとなる。さらに、大気中の温室

効果ガスが一定濃度を超えてしまうと後戻りできなくなるとされており、まさ

に地球の危機である。  

本市でも八千代市ゼロカーボンシティに関する行動指針を策定し、消費エネ

ルギーの削減、再生可能エネルギーの創出、二酸化炭素排出量の抑制を掲げ、

市民・事業者・行政の間で危機を共有し、連携・協力しながら気候危機に立ち

向かう姿勢を示したところである。  

昨年、政府は２０５０年カーボンニュートラルを表明したものの、国連の

「２０３０年までに石炭火力発電からの撤退」の要請に対して、日本はＧ７

（主要７か国）中、撤退期限を表明していない唯一の国となっている。それど

ころか、新たに９か所もの石炭火力発電所の建設計画を持つようでは、真面目

に気候危機の打開を目指す国とは見られず、国内だけではなく世界的にも批判

を免れないのは明らかである。  

よって、本市議会は国に対し、石炭火力発電に依存せず、脱炭素社会へ進む

よう強く求めるものである。  

以上、地方自治法第９９条の規定により意見書を提出する。  
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